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プロダクト志向あってのプロセス志向  
―見える化、測る化の実態と挑戦― 

 

細川 泰秀 

 
 皆さん、こんにちは。前の非常に学術的な話

と違って、超実践的な話になって恐縮ですが、

ちょっとお時間をいただきたいと思います。 
 私は JUAS に変わって 9 年目に入りました。

この年をしてよく頑張っているなと自分でも

思っているのですが、ものの見方が人生の半分

はユーザーで、4 分の 1 をベンダーで、今、

JUAS で最後の 4 分の 1 と、大雑把に言うとこ

んな人生をやってきています。いつも思ってい

るのは、同じ手を見るのでも、こちらで見るの

とこちらで見るのというのは随分違うわけで

す。そういうことを非常に感じているわけです。 
 去年のお正月、ある政治家が、パーティにこ

られて、「IT 産業ほど右肩上がりの指標を持っ

ている業界はほかにはない」とご挨拶されたの

です。そばにいた経済産業省のお役人の方に

「誰だ、こんなくだらないことを教えたのは」

と言ったら、「あまり怒らないでください」と

言って逃げられましたが、実際に違うのではな

いかと私はいつも思っているのです。そう言っ

ている間に大変な事態が起こってきまして、今

100 年に 1 度という形で皆さん苦労されてい

ると思います。では、そういうときに愚痴ばか

り言っていても仕方がないので、現実を見てど

のように解決していったらいいかという実態

をお話ししたいと思います。多少の解決策も出

てきますが、この情報システム学会の皆さま方

にぜひヒントをいただけたらというつもりで

やってまいりました。 
 まず、少しだけ JUAS の紹介をさせていた

だきます。前身は 1962 年に創立され、JUAS
（日本情報システム・ユーザー協会）という名

前に変わったのが 92 年ですので、今年で 17
年になります。会員数は 577 社、正会員 170
社、賛助会員 142 社、プライバシーマークの

審査を受けるための会員が 265 社で、合わせ

て 577 社です。ひところ 240 社ぐらいまで下

がりましたので、それに比べると随分増えてき

ています。会長は東京海上の取締役会長の石原

さんです。 
 どういうことをやっているのかというと、ま

ず掛け声は「ユーザーの要求が未来を切り拓

く」という形にさせていただいて、ここ数年頑

張ってきております。つまり、ユーザーがきち

んとした要求を出せば、ベンダーの方は当然応

えてくれる。そこでユーザー企業の未来が拓け、

情報産業の未来が拓け、日本の未来が切り拓け

るのではないかという思いのキャッチフレー

ズです。 
 会の活動は、フォーラムでいろいろな階層の

方が自由にディスカッションをし、研究会では

そのときのテーマに関係のある方に参加して

いただいて、パワーポイントぐらいの報告書を

作っていただきます。研究プロジェクトという

のは、皆さん方、会員でなくても入っていただ

くのはウエルカムですが、幾つかテーマを作り

ますので、関心のある方はぜひ大学の先生、あ

るいは民間の企業の方、会員・非会員問わずに

入っていただいて、知恵を出して本を書けるぐ

らいの報告書を作れという思いを持っている

プロジェクトです。 
 そのほかにいろいろな調査事業や、大きいも

のは政策研究会という形で、かなり経済産業省

に応援をしていただいております。特に去年

「CIO 戦略フォーラム」という形で、日本の
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一流の CIO の方を集めて、もっと日本の企業

が活性化するための IT の使い方はどういうも

のなのか、あるいはベンダーと一緒になって本

質的な問題はどうかといったことを議論しま

した。去年、特に印象的だったのは、ソリュー

ションベンダーの事業部長 6 人とユーザー企

業の代表が議論をしました。ソリューション事

業本部長を 6 人並べてユーザーの企業と一緒

になって議論をするというのは、歴史的に見て

初めての会で、そんなことをよくやるなと冷や

かされたのですが、非常に和気あいあいと有意

義な会で、ぜひ今年もやろうという形で、今、

次の番組を計画しているところです。 
 「信頼性向上プロジェクト」というのは、非

常によくマスコミにあちらが止まった、こちら

で障害が起きたと書かれますので、それを何と

か減らそうということで、経済産業省と IPA
と一緒になったプロジェクトです。 
 それから、「技術委員会」というのを今年か

ら作ることにしております。これは、いろいろ

なサーバーの技術、クラウド等も含めて、新し

いネットワーク技術が次から次へと出てくる

のですが、これをどう考えておけばいいのか、

将来どのようにこれが変わると予測するのか

ということを議論するチームです。そういうこ

とをユーザーがしっかり把握しておかないと、

ベンダーにだまされてしまうことがあるから

注意しないといけないという委員会です。 
 その他、セキュリティセンターでプライバ

シーマークの審査もやっておりますし、UISS
という形でユーザー企業の IT 人材の育成カリ

キュラムの作成ならびに普及もやらせていた

だいております。なかなか会費だけで賄いきれ

ないので、セミナー関係等もいろいろやってい

ます。 
 また、お手元に「イノベーション経営カレッ

ジ」というパンフレットをお配りしました。こ

れは CIO を育成しようということですが、そ

の I は Information ではございません。Chief 
Innovation Officer という形で、企業を変える

若者を作ろうという番組です。ぜひ自分の会社

の次世代の人の中から、この人に目をかけて社

長にしたい、あるいは経営者にしたいという人

を出してほしいということと、皆さん方が先生

になってぜひお話をいただきたいという二つ

の思いで、このパンフレットを配らせていただ

きました。 
 活動参加人数は 2001 年と 2008 年を比べて

みると 3 倍以上で、いろいろな方が積極的に研

究に入られておられます。 
 では、どんなことを活動してきたかに触れま

す。最初に考えてやったのがユーザー満足度で

す。それから、要求仕様書がちゃんと書けない

という話が結構あるのですが、よく見てみると、

SLCP には「業務の要求の範囲・内容を書きな

さい」と 1 行書いてあるだけで、中身に何を書

け、どう書けということが何にもない状態で、

ユーザーとベンダーで三十数年間やってきた

のです。それはひどかろうということで、どう

いうものを書けばいいのか整理しました。また、

リスクマネジメントについても 2 年間かけて

一つのサンプルを提供しております。それから、

今日の話題のソフトウエアのメトリックスと

いう形で、きちんと何か評価の指標が欲しいと

いうことで 2004年以降ずっと継続しています。 
 開発のデータ、保守の指標、運用の指標とい

うのを世界中で出している業界は、多分 JUAS
だけだろうと勝手に思っています。何かよりど

ころがないと、良いものを作っても評価されな

い。若い人が素晴らしいものを作っても評価で

きない。そんな世界が未来に向かって花が開く

わけがないと思っておりますので、こんなこと

をやっております。まだ道半ばで未熟なところ

もあるわけですが、結構面白い情報が出てきま

す。それらがお配りしたもう 1 枚のパンフレッ

トにいろいろ載っていますので、参考にしてい

ただけたらと思います。 
 それから、画面設計等が複雑になってきまし

たので、ユーザビリティとは何なのかというこ

とを研究してきました。 
 また、機能の書き方等いろいろやったのです

が、もう少し何かいいものがないのかといつも

思っておりましたら、やはり 4 年ぐらいたつと

新しいものが出てきて、機能仕様の明確化と変

更管理をマネジメントできる機能仕様書の書

き方を追求してみました。そうこうすると、今
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度は機能だけではなくて、非機能をユーザーが

ちゃんと書いてくれないからベンダーが困る

のだという話を聞きましたので、非機能仕様の

明確化という形で、非機能仕様の 250 項目を

どのフェーズでどのように定義すると良いか

といった活動をしました。 
 それから、仕様書等はきちんと文章で書けな

ければいけないのですが、その文章がなかなか

若い人は書けないということで、ソフトウエア

文書作法をまとめました。それらをまとめたの

が U 字型開発法、ユーザーの U の意味が入っ

ているのですが、新しい発想でシステムを開発

するとトラブルが減る手法提供しています。先

日、北城会長と連名でサービス・サイエンスの

本を出されておられます諏訪先生にリーダー

をお願いし、サービス・サイエンス・プロジェ

クトを始めました。本当の意味で、私たちの情

報を取り巻くサービスという形でいろいろな

サポートを考えた場合の評価等はどうあるべ

きなのかの議論を始めているわけです。 
 それから、投資評価に挑戦しました。5 年ぐ

らい前に一流企業を調べてみましたら、何も投

資評価をやっていない会社が 65％ぐらいあっ

たのです。これでは情報システムの部門長に経

営者が文句を言うだろうと考え、何かもう

ちょっと簡単にできるものはないのかとまと

めて小冊子を発行しました。おかげで大企業で

今や投資評価をやっていない企業は 8％以下

に落ちてきました。いろいろとやりやすいよう

に仕向けていくと、皆さん方が受け入れてくれ

るものだと喜んでいます。そういったノウハウ

をリファレンスマニュアルという形で、5～6
年かけて出版しました。新しいプロジェクト管

理でいろいろ失敗している方はぜひ読んでい

ただきたいと思います。 
 総じて言うと、「情報を交換する場の提供か

ら、情報を提供できる JUAS へ」の戦略の特

用です。私が 9 年前に来たときに、この協会は

何をするのかと聞いたら、「情報を交換する場

の提供をするのだ」と言うので、「それはサロ

ン会と言うのだよ。おれはそんなことのために

ここへ来たのではない」と、情報を提供できる

と協会になろうと積極的に活動してきたわけ

です。そのときの考え方の基本は、従来の枠や

発想にとらわれない活動です。ISO に書いてあ

ることをそのまま信用しないと決めてやって

いるわけです。 
 いろいろなベンダーの検討報告書を見ます

と、ISO にこう書いてあったからという形で出

てくるのですが、「これは真実か」、これを信用

してやったら赤字がなくなるのかと標準の限

界を考えたわけです。ベースとしては良いと思

うのですが、日本の厳しいユーザーの要望に応

えるためには、ISO の上をやらないとうまくい

かないのです。そういうものにさっと飛び付か

ない、前提とはしないそれが正しいかというこ

とからまず考え始める。ですから、基礎研究を

重視しています。 
 また、経営改善活動等についても、相当なこ

とをやってきています。 
 ここで、情報システム学会の皆さまにお願い

したいことがあります。1 番目が、この業界は

本質問題が解決されていないのではないかと

いうことです。2 番目が測れないものは評価で

きないので、日本の変革はまずユーザーが測る

評価できる指標を作ることをお願いしている

わけです。経済産業省のお役人に、「ユーザー

とベンダーとどちらの尻をたたけば、早く日本

が変わると思っているか」と聞くと、みんな

「ユーザーでしょうね」と素直に言ってくれる

のです。私が聞くからそう返事をしているのか

もしれませんが、「それだったら、それに対し

てお金の使い方はどうなっているの？」と言う

と、99 対 1 だろうと私は思っています。ユー

ザーにはそんなにお金を使ってくれず、ベン

ダーに昔からの流れでお金が流れているとい

う構図ではないかと思うのです。ここ 3 年ぐら

い随分変わってはきましたが、ユーザーに変わ

れというのなら、もっとそのための施策をたく

さん実施する必要があると思っています。 
 では、本質問題が解決されていないというこ

とについて触れていってみましょう。これは、

大成ロテックになった木内さんが、建設業と情

報システム産業の比較という形で、昨年のCIO
戦略フォーラムのユーザーとベンダーのコラ

ボレーションの会で提供してくれた資料です。
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情報産業と建設業で特に違うのが、やはり悔し

いけれども建築基準法があることです。この業

界にはありません。積算基準がない、多少は出

し始めているけれども相場観がない、責任もあ

いまいという産業になっているのではないか。

しみじみと見て「負けた」と純粋に考えざるを

得ないわけです。 
 では、なぜ PMBOK その他では、プロジェ

クト管理は建築もプラントも情報システムも

同じだという考え方にのっとって世界中が動

いているのでしょうか。僕はおかしいのではな

いかと思って、いつも堂々と申し上げています。

遅れているのだったら、みんなと一緒にやるよ

りも、特化してやった方が絶対に早いのです。

そうしたら、そういう動きをしてもらわないと

早く立ち上がってこないのです。悔しいけれど

も、歴史的事実として建設業はエジプトのピラ

ミッドを造った時代から、3000 年前からある

わけです。だから、いろいろなノウハウがた

まっています。ところが、私のところはせいぜ

い 40 年ぐらい前からやっといろいろなプロ

ジェクト管理やシステムのつくりができてき

たわけでしょう。これはやはりものすごく違う

わけです。そうしたら、もっと特化していろい

ろなことを考えていかなければいけないので

はないかとお願いしているわけです。 
 では、その結果、日本の情報産業がどういう

形になっているのか、うちの会員の情報子会社

やベンダー等の企業のホームページを検索し

て、データを作ってみました。通常は縦の行し

か、営業利益率しか触れません。もう一つ横で

見てみようと、1 人当たりが幾ら稼いだのかと

いう形で比べてみました。最近の大不況のデー

タは入っておりませんが、他の産業は 1 人当た

り 1000 万円以上稼いで、10％以上の営業利益

率を出しています。この情報産業は、数年前ま

で大企業でも 4.3％でした。それを 1 人当たり

というと、みんなせいぜい 200 万円以下のゾー

ンに入っているわけです。抜本的に考えてやら

ないと難しいということを私はいつも申し上

げているわけです。 
 営業利益率を向上するのは、外注を使わなけ

れば割とうまく早くできます。ところが、企業

の 1 人当たりの利益向上を狙うと多少外注も

使わなければいけない。あるいは、パッケージ

の自分の商品を持たないと、利益向上にはなり

ません。ところが、こういう基本的な考え方に

のっとった戦略があまり情報産業で出てきて

いません。その結果若い人がなかなか情報産業

に魅力を感じてくれないということになって

しまいます。こういうことをぜひ考えていただ

きたいと思います。 
 ついでにうちの会員企業の経営理念がどう

違うのかということを整理してみました。製造

流通業の大企業の会員は JUAS にたくさんお

られますが、情報産業と経営目標の比較をして

みましょう製造流通業の方は 8 割近くが「技術

商品の提供」という形で書いてあるのに対して、

情報産業になると「新技術の確保」になってく

るのです。自分で提供するとは書いていない。

そして情報子会社になってくると、新技術の確

保と書いてある会社はもっと少なくなってき

ます。 
 では、「従業員の幸せ」を理念に掲げている

かどうかというと、製造流通業は 54％ですか

ら、結構頑張って従業員のことを考えています。

これは、企業は株主のためにあるという欧米流

の発想とは相当違った発想です。情報産業は

30％です。人を大事にしなければいけない、

人が元手の産業という割に、この値です。情報

子会社も、社員の満足はやはりそんなに高くあ

りません。では、株主への配慮ということにな

ると、「株主の繁栄」と書いてあるのが、製造

流通業 21％で情報産業が 40％ということで、

高いのです。最近の新しい産業だからというこ

とはあるかもしれませんが、やはりもう少し従

業員のことを考えることが必要ではないで

しょうか。 
 では、「社会への貢献」について見てみると、

製造流通業については、顧客満足を通して社会

を繁栄させ「世界の繁栄」とつながってきます。

特徴的なのは、情報産業で「世界の繁栄」を掲

げているところはほとんどないということで

す。国内の市場が飽和するときに世界に出てい

かなくてどうして飯を食うのかということが、

まだ十分に理解されていない、アクションが取
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られていないわけです。私が情報産業に入った

ときに、何の因果か、日本ソフトウエア産業協

会（NSA）という中小企業の集まりの会長を 3
年半ぐらいやらせていただきました。いろいろ

な意味の期待や思いは、それはそれで理解は十

分にしているつもりなのですが、しているが故

に、このように比べてみて愕然としているわけ

です。 
 次にユーザーの作る要求仕様書の問題にふ

れます。要求仕様書をちゃんと書いてくれない

とのベンダーからのクレームをよく聞きます。

しかし要求仕様書をちゃんと書いても、要件定

義書との間ではすごいギャップがあることは、

もう皆さんご存じだと思うのです。しっかり作

らなければいけないのは、要件定義書です。要

求仕様書がほとんどなくても、要件定義書がき

ちんと出来ればシステムは軽々と作れます。し

かし、IT の利用模索プロジェクト、戦略企画

はユーザーが担当するのですが、要件定義を少

しだけやって、後はベンダーさんに助けてもら

うタイプ。それから、要件定義はきちんとやる

けれども後をお願いするというタイプ。米国型

のように外部設計までやってから出すタイプ。

外国では一般的に、情報システム部門の方を日

本の数倍抱えているのでこれができるのです。

さまざまな形があります。経済産業省がこうい

う絵を検討の土台として作ってくれました。 
 先ほど述べた 6 社の事業部長との懇談会の

ときに、「日本のベンダーが米国型をご期待に

なるのだったら、私はそういう掛け声の掛け方

をします。しかし、後に何の仕事が残るとお考

えでしょうか」と私は言いました。コーディン

グとテストの仕事しか残らなくても良いかと、

お聞きしてみました。「そんな面白くない仕事

をやるの。それでもうけられると思っている

の？」と言いましたら、某ベンダーの事業本部

長が「とんでもない。そんなことをやれと声を

掛けていない。5 番目の戦略企画のところから

入ってやりたいのだと部下を指導している」と

言うので、みんなもそうかと聞いてみたら、み

んな「そうだ、そうだ」と言って、ほかのソ

リューション事業部長もおっしゃったので、そ

れだったらそういう形で考えて仲良くやりま

しょうという話になったのです。 
 しかし、そのときに保守運用はどうするかと

いうのは、この経済産業省のガイドの中に何も

書いていないのです。これが実態なのです。し

かし、運用まで行って初めて利活用でシステム

は価値が出てくるではないですか。そういう目

で見なくてはいけません。とにかくきちんとま

ずは作ることを主体にずっとやってきた。問題

なのは、自分のところで要件定義までユーザー

がちゃんとやったと言うのだけれども、実際に

はまともにできていない。あるいは、外部設計

までやったと言うけれども、要件定義もいいか

げんだというのも結構あります。そういうこと

になると、そこから悲劇が始まるのです。 
 では、この契約の形態が違うことを意識した

開発管理のガイドが日本にあるかということ

になると、どこにもないのです。これはものす

ごく大きい話になってくるわけです。でも、こ

んなところではまだ話は止まっていないとい

うことです。 
 これはもっと大きな問題だと思うのですが、

情報システムを作ることの前に業務システム

があります。アウトプットを人がどう使ってい

くかということまで含めた組織図、流れ図を書

かなければいけない。だけど、その前にビジネ

スモデルをどうするのかということが、今、日

本企業には問われているのではないか。海外に

出ていくのか、あるいは B to C のようにもっ

とネットを使ってどんどん商売をするのか、い

ろいろなやり方があるわけです。 
 では、そういうことに対しての体系図はどう

なるのかというのがここに付いているわけで

す。エンタープライズ・アーキテクチャという

のがあって、情報システムを作るときにこれを

守ってやらなければいけないという話が言わ

れました。では、このポジションはどこに占め

るのかというと、業務システムが少し入ってい

るのですが、ほとんどが情報システムを作るた

めの体系図なのです。ザックマンさんが考えて

名コンセプトと言っているのですが、しかし、

この業務システムを作る前に、業務改善をどう

するのか。業務の標準化をどうするのか。現場

改善、組織改革、特にルール改善が必要だと思
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うのですが、これをやらなくてはいけないとい

うことは、この絵からはなかなか見抜けてこな

いわけです。 
 ところが、それどころではない。もう一つビ

ジネスモデルをどうするかということを考え

ないと、これからの世の中は大変です。ビジネ

ス自体の改革、商品・サービスの創造をしなく

てはいけません。この間こんな話を聞いたので

すが、ある若い人が相談に来て、「ヨーロッパ

の航空会社 150 社が一緒になって、航空券を

売り出した。それは従量制で、1 人当たり幾ら

でいいという払い方になってしまう。それで計

算してみると、私のところの今かかっている費

用は、その会社に乗り換えると数分の 1 になっ

てしまう」と言うのです。「でも、自分で持っ

ていたら何かいいことあるでしょう」と聞いて

みたのですが、「いや、乗り継ぎその他のこと

を考えたら、何にもないことに気が付いた」と

言っていました。 
 給与や財務計算はパッケージが随分普及し

てきました。しかし、販売管理、生産管理等は

コアシステムであるから、これは自分の会社の

モデルでないといけないと思って作って維持

してきたのですが、さあ、それが本当にコアシ

ステムだったのかということが問われ始めて

きているのです。競争相手とキヤノンとリコー

と輸送のシステムは同じような形でやるとか、

いろいろなことが業界を超えて業界範囲の抜

本見直しが起こってきている背景を踏まえて、

まず業務システムを考え、次にそれを支える情

報システムが必要になってきます。 
 もう一つ顧客の確保・拡大、顧客志向、理想

という形でキーワードをここに書いておきま

した。 
 問題なのは、一つの時代を築いた EA（エン

タープライズ・アーキテクチャ）はいいけれど

も、では、ビジネスモデルから考えるコンセプ

ト、手順、これの体系化がどこにあるかという

と、ないのです。それで情報システム学会の方

にぜひそういうことを考えて、頂きたいのです。

しかしモデルは一つである必要は全くないと

私は考えています。特に非常に難しいゾーンで

すので、幾つも幾つもやり方があって、こんな

ビジネスにはこんなやり方がある、こういう業

種にはこういうやり方があるというので構わ

ないと思うのです。そういうものをみんなでぜ

ひ知恵の交換をし合ってやっていかないとい

けないのではないかと思っているわけです。 
 リコーの遠藤さんが私たちの仲間で相当い

ろいろ指導してくれているのですが、「システ

ムづくりをする前にすることがある」という名

言を残してくれました。つまり、こういうシス

テムを作る前に業務改善、業務の標準化をし、

もっとその前のビジネスモデルを見直すこと

からしないといけないということになります。 
 昨年、コンピューターをうまく使えていない

という企業を訪問して、何社かに聞きました。

「おたくの IT の活用は何か問題なのですか」

とお聞きすると「うちの情報システム部はユー

ザー部門とコミュニケーション能力が低いの

でデータベースがばらばらです」「そう。では、

あなたの会社はもうけるために何をやるの」と

言うと、そんなコミュニケーションの問題は全

部吹っ飛ぶのです。「返品を減らす」「在庫管理

をちゃんとやらなければいけない」つまりそこ

をきちんとした上でこういうシステムにつな

げてくるという考え方を、もっと経営者の方も、

企業の方も全員で考えていかないといけない

のではないかと考えて、「3STEP の体系化を」

ということをやりました。こういうものの改革

には、少しずつ毎日が変化していけば、5 年た

ち、10 年たったら 2 倍の変化をしているとい

う「漸進的」な変化と、新しい道具とか、こう

いう新しいビジネスのモデルをして、「革新的」

に変えていくという二つの考え方があり、この

組み合わせをぜひやってほしいと思います。 
 そういう意味で経済産業省が書いて出して

くれた絵があります。部門の壁、会社の壁を乗

り越えて、ステージ理論で部門の最適から全体

最適にしなければいけないという、全体最適を

考えているのは 30％しかありません。データ

を単に交換するだけでなくて、業務をどう連携

してやっていくのかが本来の趣旨だと思うの

です。データの交換まで含めてステージ 4 とい

う形が入っています。 
 その次に業務の見える化、測る化、業務の共
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有化、業務の柔軟化というのを 2 年前に、これ

も CIO 戦略フォーラムで議論をしました。今

はもっと見える化していかなければいけない。

そして、今言ったような形で情報の共有化をす

る。その次は業務の柔軟化と言うのですが、さ

あ、これが合っているのか。業務の柔軟化とは

何を意味するのか。「システム化しないで人手

でやっているのが一番柔軟じゃないの」と僕は

笑ったのですが、そうはいってもシステムの柔

軟性を保つための標準化、体系化を大切に考え

ねばなりません。 
 私の友達に保険会社の CIO の方がいるので

すが、この間、スペインに行って現地の小さい

保険会社と比べてみたら、ほとんど同じことを

やっているのに、50 人のシステム要員でやっ

ている。友達の保険会社は今 1000 人ぐらい

SE がおります。なぜこんなに違いが出るのか

と考えたら、ルールの標準化がものすごく違う

ことに気が付きました。それ故に、どのような

サービスレベルを社会に提供してゆけば良い

のかの標準化を考えることは重要な仕事です。

そういうことをやはり突き詰めていかなけれ

ばいけないのに、こういう議論がまだまだ遅れ

ていると思います。 
 それを一緒にした絵がこれです。結局ステー

ジ 2、ステージ 3、ステージ 4 という形で部門

最適とかあるのだけれども、みんなその中で深

みがあるわけです。部門最適の中で見える化、

共有化、標準化、柔軟化といったものがある。

それはどのフェーズでも当然あるという形で、

まだまだこの辺の議論は答えが明確に見えて

おりません。ぜひ考えるチームを作ってやって

いただきたいと思います。 
 そういうときに必要な能力として、私のとこ

ろで問題感知力が必要だということを申し上

げています。ちなみに問題感知力をインター

ネットでたたいてもらうとほとんどほかのも

のは出てこない。問題感知力は何かというと、

何かおかしいのではないか、もっと良いものや

方法があるのではないのかと考える力です。理

想状態や将来像を想定できる力。これが企業で

は必要です。 
 情報工学の有名な先生と議論をしたときに、

「あんた何を教えているの？」と言ったら、「こ

ういうモデルを作って、どうデータベースを作

り、どうプログラムを作ったらいいかというの

を教えている」「それは問題解決力ですよね。

どういうふうにして問題感知力を教えるかと

いうことが一番問題ではないか」と言いました。

同じ話を東大の機械の中尾先生としました。中

尾先生は重要インフラのシステムの解決の

リーダーになってくれたものですから、「大学

の先生は問題解決力は教えているかもしれな

いが、問題感知力は教えていない」と言ったら、

先生は憤然と怒って「おれは教えている」と言

われました。ある時、この先生が自動車のエン

ジンを会社からもらってきて、若い学生に分解

しろと言ったところ、学生が最初に言った言葉

は「マニュアルはどこにあるのですか」だった

そうです。「ばか、考えてやるんだよ」と言っ

たら、さすが東大の機械科の学生は全部それを

分解して、また元に戻したそうです。 
 こういうことが非常に必要なのですが、意識

してやられているかどうかということが問題

なのです。これがないと、情報システム、業務

システム、ビジネスモデルと先ほど申しました

が、新しい発想が出るわけがありません。「ぼ

さーっ」と見ていたのでは駄目です。そのため

には感じ考える力、あるいはそういうことを感

知できるための基礎技術をきちんと持ってい

ないといけないわけです。もちろん人間性の問

題もあります。 
 もう一つのテーマは、「測れないものは評価

できない」ということです。問題感知力等で何

かおかしいと思っても測れないと駄目なので

す。それで考えていただきたいのは、プロダク

ト志向あってのプロセス志向、目標値をとにか

く持った管理が必要だということです。商品・

サービスを買うときに製造元のプロセスを考

えて買いますか。焼き鳥や豚カツを食べに行こ

うというときに、「この豚カツは IH クッキン

グヒーターで作ったのか、ガスコンロで作った

のかどちらか」なんて考えるわけがなくて、値

段が安くておいしくて、さっと出てくればウエ

ルカムですよね。それはどの産業であっても、

鉄であろうと、機械であろうと、床屋さん等の
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普通のサービス業も含めてみんな同じなので

す。 
 しかし、この産業はなぜか製造プロセスを確

立する形のプロセス志向でいくらバグがあっ

ても構わないなどという発想が、いまだにかな

り残っていると思うのです。これをどう駆逐し

ていくのかをやはり一緒に考えていただきた

いのです。目標があるから実績も評価できる、

PDCA を回すことがやはり必要なことだろう

と思います。鉄鋼業で育ってきたせいもあるか

もしれませんが、余計そういうことを考えて、

そういう基準がないと優秀な商品、人が正当に

評価される情報化社会にならないということ

を理解いただきたいと思います。 
 そういうことが必要なのだけれども、さらに

システムを作って出来上がったときに、どうい

う指標で評価するのか、されているのかという

ことを整理したのが、この表です。まず止まっ

てはいけないという形で、稼動率というのが出

てきます。ただし、稼動率で取るのか、稼働停

止時間で取るのかというと、停止時間の方が本

当は明確になります。それだけではなくて、業

務も停止回数、規定時間外停止回数などの稼働

品質率の問題がでてきます。稼動率目標だけで

止まらないということだけ追求していくと、も

のすごく息苦しくなって行きづまると思いま

す。そうではなくて、お客さんに銀行で少し待

たせるかもしれないけれど、15 分以内にリカ

バリーをすると目標をたてると、今度はリカバ

リーの技術を磨かないといけなくなります。

15 分ぐらいだったらいいではないか、30 分止

まってもいいではないかという世界を日本で

作っていかないと、とてもではないけれど外国

と勝負しにくくなってくる、グローバルに進出

するといったときに必ずぶち当たる問題だと

私は考えています。 
 その他、オンラインの平均応答時間、この平

均応答時間も端末をたたいてから返ってくる

までの時間がユーザーの考える時間です。でも、

ソフト産業で測ってくれているのはサーバー

の中に入ってから出てくるまでの時間です。端

末をたたいてから返ってくるシステムが日本

で幾つあるかといったら、10 個もないのです。

問題の発見は当然遅れてくるわけです。そうい

うこともきちんとしなければいけません。 
 それから、レスポンスタイムの、定義の仕方

も遅れていると思います。レスポンスタイムは

何なのかと議論をすると「ユーザーは 2 秒で

返ってくればいいよ」と簡単に言います。何が

2秒ですか？全画面の入力が2秒ですか、「ファ

イルのデータを検索して得るプログラムまで

2 秒なのかい？」と質問したら、「そうじゃな

い、注文を入れるのだけは 2 秒だ」と。それも

違うでしょう。1 件入れて 2 秒なのか、1 分間

何件入れてそれが何秒以内で返ってくる応答

率が何％という書き方が第 1 次の正解だろう

とみんなで議論をして決めたのですが、こんな

こと自身がどこの教科書にも書いていない。不

思議な業界なのです。そういうことをきちんと

しないといけないということです。 
 もう一つ重要なのは顧客満足で、お客さまの

迷惑度指数、ユーザー満足度ということを考え

なければいけません。特に品質と価格、いろい

ろなバランスがあるということになります。そ

れ以外に投資評価というのは、投資の費用がど

うなのか、効果がどうなのかということを付け

加えて、こういったマップをきちんと整理して、

社長に報告をする必要があるのですと、JUAS
ではガイドを作っているのですが、特に投資金

額は 1 ユーザー当たりで幾らお金を使ってい

るのかということの指標が必要になってきま

す。 
 ところで、一昨年、優秀な会社が 26 社あり

ましたので、10 年間でお金の費用がどう変

わったのかという議論をしてみようではない

かとアンケートをお願いしました。そうしたら、

何とびっくりしたのは絶対金額で 37％、もっ

と 50～60％減ったという会社が大体 3 分の 1
なのです。3 分の 2 は絶対額で増えている。96
年ですので、これから後インターネットが登場

してきました。それを吸収しても、なおかつこ

のような金額で減っています。それならば社長

はどう選択するのか。人を雇えば給与は 10 年

間で 50％増加します。システム化すれば 50％
ぐらい減る可能性を秘めている。どちらを採択

するかは経営の醍醐味でしょうと、こういう形
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で説明しております。ところが、本当に 10 年

間でこんなに減っていたということを自分自

身もあらためて知って愕然としたわけです。そ

ういうことを皆さんに知らせてもいない。これ

が先ほどの手のひらの表と裏という形になり

ます。 
 では、開発と保守の運用費の割合はどうなっ

ているのか。私が就任したときは 80％ぐらい

大体保守・運用費用で 20％が開発という形に

なっていました。それで社長が納得するがわけ

ないだろうと。もっと運用費用をつらいだろう

けれども減らせとメッセージを出したら、今、

43％ぐらいまでに新規投資の割合が増え、保

守・運用費は 57％ぐらいに減ってきているの

です。これは技術革新の成果と皆さん方の努力

の表れです。どんどん新規の投資をしていかな

ければならない。 
 今度、仮想化等を採用すると、これもまた大

幅に下がってきます。アンケートを取ってみる

と、本年度は企業の新規投資はマイナスです。

ここに－3.9％と出ていますが、これは昨年の

11 月に調べたとき Di の値で、今年の 3 月に調

べたら、1 兆円以上の売上の大企業は、何と

Di が－35％という値が出ました。あまり大き

いものだから気分が悪いという形でここには

載せておりません。でも、それから半年ぐらい

たちましたが、小企業の情報産業の方の受注

Di3 割ぐらい減っています。この減り方という

のは、相当大きな問題があるということを認識

しないと経営していけません。 
 では、それを国際間の比較で見るとどうなの

か。これもよく考えてほしいのですが、青いの

がアメリカで日本が黄色です。これは JEITA
のデータで結構調整してくれてあるので、こん

な差になっています。それにしてもアメリカの

製造業の方が投資が盛んというのも、ちょっと

「うーん」と思うのです。日本が低いのは公共、

政府、これはいいとします。日本が有利な点は

システムの寿命が非常に長いのです。情報子会

社が安くサポートしている。高品質、安価のベ

ンダー力によって日本の輸出産業が支えられ

ているのではないか。それから、低いことは悪

いことですか？システム技術革新が進めばシ

ステム費用は安くなります。そうしたら、低い

ということを自慢するといってもおかしくは

ないのです。向こうの方が遅れているのではな

いのかという議論がなされなければいけない

と思うのですが、残念ながらデータがなくて比

べることができません。今年から少しずつ

JUAS はそういうことに挑戦しようとしてい

ます。 
 それから、標準化、単純化が進めば安くなる。

これはもちろん向こうに負けているところだ

と思っています。なすべきことがなされていて

IT 費用が低ければオーケーではないか。これ

もあるベンダーの方が、日本の企業の 1 ユー

ザー当たりの IT 費用と、ヨーロッパ、アメリ

カと比べてみたら、日本とヨーロッパがアメリ

カよりもやはり 3 割ぐらい低い。日本は知恵を

使っていると社長からは評価されたという

データがあります。 
 では、そういう形でなすべきことがなされて

いればということになるのですが、企業のイノ

ベーションを測る尺度は何かという議論がい

まいち足りないのです。今度イノベーション経

営カレッジでこの議論もして、レポートを出そ

うということを今やり始めました。そういうこ

とを考えないといけない、一緒に考えてくださ

いというお願いです。 
 基幹業務システムの寿命は結構長くて、17
年ぐらい使うという図です。これは恐らくその

うち調べればと 20 年を越すと思います。これ

は調べて「おおー」と思ったのですが、「ERP
パッケージの保守費 20％が高いと言うから、

調べてみたら 5 年間で追加開発と保守のチー

ムに払っているお金を見ると、スクラッチも同

じ 20％程度かかっています。5 年たったとき

にバージョンが新しくしないといけないと

言ってくる外国のベンダーもいるので、それを

やるとこうなってしまうのですが、黙っている

とパッケージ費用はまた増えます。スクラッチ

でやっていけば自分でそんなにお金がかから

ない。でも、クラウド、SAAS になるとどうな

るか。これはデータがないからまだ分かりませ

ん。計算してパッケージが良いか、スクラッチ

開発が良いか見極める必要があります。 
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 先ほどだんだんと値段が安くなると言いま

したが、未来永劫に安くなるのかというと、必

ずしもそう思っていません。つまり、当初設備

の基本仕様で再リースになるとこうなるので

すが、新しく入れるとこういう形で昔に比べれ

ば数分の 1 に安くなるけれども、それをいつま

でも使って大丈夫かという形で、機能継承問題

も提起されています。データが正しく使えるか、

プログラムが使えるか、ユーザビリティが問題

ないかという形の確認のためのユーザー企業

の払っているコストがものすごく多いのです。

ハードウェア費用のこの 5～6 倍払って検証し

ています。こんなばかなことをいつまでもやら

せるのかという形で、ベンダーの方にはいろい

ろ申し上げております。 
 では、実際にプロジェクト管理の実際の傾向

はどうなっているのか。例えば開発したプロ

ジェクトなんかがどうなっているのか。一生懸

命 JUAS も改善を提案してきたのですが、予

算の遅れも大きいプロジェクトで良くなって

いません。システムが難しくなってきているこ

とはあると思いますが、これが実態です。品質

も同じです。とにかく良くなっているわけでは

ない。ただ、ベンダーの利益率は 4.5％から

6.8％に上がってきました。 
 では、そういうことをきちんと要求仕様がで

きている、できていない、コミュニケーション

ができている、できていないという形で比べて

みると、明らかにきちんとユーザー企業がやっ

ているプロジェクトについては不満が減って

います。これはもう意図的に作ったデータでは

なくて、皆さん方からいただいたデータで、こ

ういう形になってくるわけです。 
 では、工期はというと、工期の標準がないと

いうから、みんなからいただいたデータを基に

こんなにばらついているのですが、整理してみ

ると、2.4×投入人月の立方根、1000 人月だっ

たら、10 の 3 乗ですので、24 カ月を標準とす

るのだけれども、それから何％今回のプロジェ

クトは短いのかというメジャーを明確にする

とアクションが見えてくる。これは結構使われ

ています。 
 それから、いろいろな一連のプロジェクトが

遅れるのはどういう理由かと言ったら、大半の

問題が要求仕様、要件定義書に起因しています。

では、要件定義書をどう書けばいいのか、これ

で十分かどうかということの評価尺度が明確

になっているかというと、ほとんど基準があり

ません、ですからやることがたくさんあるとい

う形になるわけです。 
 では品質はというと、JUAS ユーザー企業の

集いですから、ベンダーが「出来ました」と納

入してきてから安定稼働までの間にユーザー

が発見した欠陥数を、全体の工数で割った指標

を調べてみると、AB ランクはほとんど 0.25、
これを 5 倍すると約 1.25 になりますから受注

金額を 500 万円あたりに 1 個程度に、プロジェ

クトの半分は収まっています。このレベルは国

際的にもすごく高いレベルです。ただ、2008
年度だけ取ってみると、この割合はもっとどっ

と増えてきている。だから、いろいろな改善の

兆候はあるのですが、では、品質の目標値を提

供しているか、提供していないかということに

なると、残念ながら提供していない方が多いの

です。何も言っていない。言っていないのは

ユーザーが悪いのです。自分で言えと。そうす

れば、倍以上いい品質を受け取ることができる

ことが明確にデータで出てくるのです。 
 事後評価をやっている会社は、もっと不満足

度が減るとか、いろいろなデータが出てきてい

ます。 
 では、換算後の欠陥数と平均単価、お金の関

係はあるのかを比べてみると、これは 0～0.25
で、値段と品質の因果関係はありません。昨年

は一番安いプロジェクトが一番品質がいいと

いうデータでした。だから、どのようなプロ

ジェクト管理をやっているのかということが

大きく響いてくるわけです。 
 工期の乖離度で見てみると、長い工期と適正

工期、短工期の品質欠陥率は、長い工期が1.54、
適正工期が 0.44、短工期 0.2 になっています。

何と一番短い工期が一番品質が良いのです。こ

れはプロマネも優秀な人が付いていると思い

ますが、結果品質は一番良いのです。仮説は成

り立っておりません。つまり、やるべきことを

やれば良い品質ができます。そういうことを明
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確にもっと見えるようにしていこうではない

かということで、いろいろやってきているわけ

です。 
 最後に、年間の障害件数のところだけちょっ

と触れたいと思います。年間の障害発生の頻度

はどのくらいか、事業の中断に結び付いたのは

どのくらいかと分析してみると、障害は起きて

いるけれども、バックアップに切り替えたとい

う形で 3％ぐらいしか止まっていないのです。

これを運用費用を分母に持ってくると、1 億円

当たり 0.06 件です。つまり、これを 1 にしよ

うとすると 17 倍ぐらいするといいのですが、

17～20 億円ぐらいの保守運用費を使っている

会社は、年間 1 回ぐらい「ごめんなさい」と言っ

て止めることがあるということです。ほかの

データを比べてもそうです。 
 これを、では Gartner さんがたまたま北米

の Mission-Critical なシステムについて調べ

てみると、実績値が 14.7 時間です。年の間違

いではないのか、計画停止時間はこの中に入っ

ていないのだろうなと不思議に思って聞いた

のですが、どうやら正解だと。日本は 1.3 時間。

10 倍以上良いのに、何で ITIL とか、運用基準

ガイドを日本のベンダーが作らないのか、不思

議で仕方がない。相当なノウハウを持っている

のです。だから、日本の情報産業には頑張れと

言いたいわけです。 
 いろいろな問題がありますが、時間が来まし

た。まだまだ多くの未解決な問題が山積してい

るという形で、他の産業とは別にユーザーとベ

ンダーが協力して、プロジェクト管理等をうま

くやる仕組みを作っていかないと駄目です。若

者が魅力を感じる産業にぜひ変貌させていき

たいということをまとめに替えて、質問時間を

受けたいと思います。 
 
質疑応答 
（Q1） ソフト屋産業を経営しております＊

松平＊といいます。若者が魅力を感じる産業に

するためにということで、弊社は毎年 20 人ぐ

らいは採りたいのですが、6 掛けぐらいしか充

足していないのです。最近は 8K などという言

葉も出てきて、どうも若い人が情報産業に来て

くれないのではないかという不安を感じてい

るのですが、どうしたら魅力ある産業にしてい

けるのか、日ごろ細川さんがお考えになってい

ることをお聞かせください。 
（細川） 若い人が一つ嫌うのは、自分の家庭

を守るということで、あまり残業時間が長いと

いうのは嫌がっていると思います。そこで、労

働組合の友達に残業時間がどういう形になる

のか聞いてみたら、統計上では、普通の製造業

は 170 時間ぐらいでしょうか。それで、それ

プラス 20 ぐらいで情報産業という値が出てき

て、統計上はそんなに多くはありません。とこ

ろが、実際に調べてみると、企業の中で特にプ

ロマネをやっている優秀な方は、年間 1300～
1400 時間を毎年残業しているという実態が

データで出てきます。それは、なぜそんなこと

をしなければいけないのか、なぜそうなってい

るということを社長がどのくらい関心を持つ

かで決まると思うのです。だから、社長がまず

部下の残業時間の程度について聞いてくださ

いという話をしたら、僕の友達の社長が調べて

みたら、やはり同じだったそうです。それで、

何をやっているのか聞いたら、その人でなくて

もいい仕事をみんな背負い込んでやっている

ことが判りました。「それを外せ」と言ったら、

途端に次の月は半分になったと言って報告し

てくれました。 
 まず社長自身が要件定義書を読んでくださ

い。これを読めばちゃんとこのプロジェクトが

まともにできるかどうかという判断が付くと

思うのです。あるいは社長がそういう業務に詳

しくなければ、そういう仲間の人とそれを評価

すれば十分です。それが基で今度は残業をしな

いという形にすればいいと思うのです。給料は、

そこそこみんなもらっているというデータに

一応なっています。多分そうだろうと思います。

そうすると、働く環境をきちんとして、ワー

ク・ライフ・バランスがこのごろ叫ばれていま

すが、こんなに良くなったと言われるようにな

ります。 
 もう一つは、世界に向かって日本の情報産業

はこんなに評価されているのだと PR する。こ

の二つがないと、若い人が来ないのではないか
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と私は思っています。優秀なものづくりの成績

が出ていますから、もっと世界に出ていくよう

な形をまた考えたらいいのではないのかと触

れたわけですが、何かの参考にしていただけた

らと思います。 
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